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１．はじめに 

トンネル工事の発破音は，衝撃的で非常に大き

なエネルギーを発生し，可聴音から低周波音まで

広範囲に及ぶ特徴がある。従来の発破騒音対策に

はコンクリート製や砂充填式等の防音扉があり，

これらは可聴音の対策には有効であるが，低周波

音を低減するには扉を複数枚設置したり，重量を

大きくする等が必要で，コストや工程面に課題が

ある。既報の通り，低周波音を約 15dB 以上低減す

る音響管を用いたトンネル発破低周波音消音器 1)

を開発した。本研究では，低周波音消音器と併用

する従来の防音扉に替えて，低周波音から低周波

音以外の騒音（ここでは簡単のため 100Hz 以上の

音を普通騒音と称する）まで低減出来る発破音消

音器を開発した。以下に新技術の概要および山岳

トンネル現場での適用事例と低減効果について述

べる。 
 

２．広帯域型トンネル発破消音器の概要 

低周波音消音器と併用する普通騒音消音器とし

て，低周波音消音器の開口部（4ｍ×4ｍ）前面に，

ダクトの内側に吸音材を貼ったスプリッター型消

音器を設置した。長さ 1.8ｍのダクト（幅 0.4ｍ×

高さ 0.8ｍ，左右壁面に厚さ 100ｍｍの吸音材を貼

付）を 60 本重ねた構造とした。写真-1に広帯域型

トンネル発破消音器の設置状況，写真-2 に普通騒

音消音器を示す。図-1 のように普通騒音が消音器

を通過する際，壁面の吸音材（グラスウール，以

下 GW と記す）に吸音され，普通騒音を低減する仕

組みである。従来の防音扉は全断面を塞いで音を

封じ込める必要があるため，爆風によるガタツキ

による二次発生音が生じるという問題があったが，

本消音器は爆風を通しながらも低減効果が得られ

ることからガタツキによる二次発生音も抑えられ

る上，設置面積も低周波音消音器の開口部分（全

断面の約 25％）のみで対応できる。また、現場で

の主な作業はクレーンでの設置作業のみであり，

数時間での設置が可能である。なお，開閉は人力

で行い，発破時以外は引き戸の様に左右に開放す

る。 

 

写真-1 広帯域型トンネル発破消音器 

 

     
写真-2 普通騒音消音器（片側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 消音原理イメージ 

 

4ｍ 

4ｍ 

4ｍ 

1.8ｍ 2ｍ 

低周波音 

消音器

発破騒音 

消音器

坑口側 
消音器 

切羽側 

吸音材

（グラスウール） 

吸音効果 

爆風 

普通騒音 

- 131 -



0

10

20

30

16 31.5 63 125 250 500 1k 2k 4k A

挿
入

損
失
[d
B]

周波数[Hz]

３. 適用現場の概要 

発破掘削を実施している山岳トンネルで消音器

の効果を検証した。適用現場は，熊本 3 号湯浦ト

ンネル新設工事で，南九州西回り自動車道芦北か

ら津奈木間に延長 1166ｍのトンネルを新設する。

工事概要を表-1 に示す。消音器はトンネル坑口よ

り 5ｍの地点に設置した（写真-3）。 
 

表-1 工事概要 

工事名称 熊本 3 号  湯浦トンネル新設工事 

工 期 平成 24 年 1 月 28 日～平成 26 年 3 月 10 日

工事場所 
熊本県葦北郡芦北町花岡地先～ 

熊本県芦北町湯浦地先 

発  注  者 国土交通省  九州地方整備局 

工事管理 八代河川国道事務所  工務第二課 

用  途 2 車線道路トンネル 

工事内容 
トンネル延長 1,166ｍ 

(掘削断面積 74.5～96.5 ㎡),坑門工 2 基 

 

 
写真-3 坑口部の状況 

 
４. 消音器の効果の検証 

消音器の設置前後の騒音測定により，消音器に

よる低減効果の検証を行った。図-2 に測定時の切

羽，音源と測定点の位置関係を示す。測定箇所は，

発破音が消音器を通過して放射される坑外 30ｍ点

とした。音源はトンネル発破音と，発破音を模し

た広帯域の衝撃性疑似音源の 2 種類を用い，消音

器の設置前後で測定を行った。表-2 に測定時の発

破諸元を示す。切羽の状況により各発破の火薬量，

発破条件が異なるため，消音器の設置前後で計 4
回測定し，バラツキの影響を排除して低減量をも

とめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 測定時の切羽，音源と測定点の位置関係 

 
表-2 騒音測定時の発破諸元 

切羽位置 岩盤等級 雷管 全装薬量

消音器
設置前

坑口～
約 330m DⅠ 

DS 
電気雷管 

約 6kg
約 5kg

消音器
設置後

坑口～
約 330m DⅠ 

DS 
電気雷管 

約 7kg
約 7kg

 
５. 測定結果 

図-3 に騒音測定から得られた消音器の騒音低減

効果を示す。低減効果は，消音器設置前後の音圧

レベルの差（挿入損失）として算出した。発破音

と疑似音源による測定を行い，暗騒音の影響を受

けた周波数帯域を除いて低減効果とした。点線の

○は 1/3 オクターブバンド分析結果を，実線の●は

オクターブバンド分析結果を示す。1/3 オクターブ

バンド分析結果では 100Hz 帯域を除く 16Hz～5ｋ
Hz 帯域で約 10～30ｄB，オクターブバンド分析結

果では 16Hz～4ｋHz 帯域で約 10～25ｄB の低減効

果が得られた。参考として図-3 に防音扉の挿入損

失測定結果 2)を実線の ×で示す。消音器の低減効

果は 16Hz～4ｋHz 帯域で防音扉よりも同等もしく

は大きく，騒音レベルの低減効果も防音扉より 2
ｄB ほど大きい。 

 
６. まとめ 

トンネル発破音対策の新技術として広帯域型ト

ンネル発破消音器を開発し，現場に適用して，一

部の帯域を除く 16Hz～4ｋHz オクターブバンドで

約 10～25ｄB の低減効果を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

図-3 広帯域型トンネル発破音消音器による低減効

果測定結果（100Hz未満は発破音による測定結

果，100Hz以上は疑似音源による測定結果） 
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